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主要な営業所および工場（2025年３月31日現在）
①当 社

本 社：和歌山県和歌山市坂田85番地
支店、テクニカルサービスセンター（ＴＳＣ）：

東京支店 （東京都中央区）
東 京 Ｔ Ｓ Ｃ 甲 府 （山梨県中巨摩郡昭和町）
東 京 Ｔ Ｓ Ｃ 太 田 （群馬県太田市）

東日本支店 （新潟県五泉市）
東 日 本 Ｔ Ｓ Ｃ 山 形 （山形県山形市）
東 日 本 Ｔ Ｓ Ｃ 福 島 （福島県伊達市）

西日本支店 （大阪府泉大津市）
西日本ＴＳＣ名古屋 （名古屋市中区）
西 日 本 Ｔ Ｓ Ｃ 四 国 （香川県東かがわ市）

工 場：本社工場（和歌山県和歌山市）

②子 会 社
株 式 会 社 シ マ フ ァ イ ン プ レ ス （和歌山県和歌山市）
株 式 会 社 海 南 精 密 （和歌山県海南市）
東 洋 紡 糸 工 業 株 式 会 社 （大阪府泉北郡忠岡町）
ＳＨＩＭＡ ＳＥＩＫＩ ＥＵＲＯＰＥ ＬＴＤ． （イギリス）
ＳＨＩＭＡ ＳＥＩＫＩ Ｕ．Ｓ．Ａ． ＩＮＣ． （アメリカ）
島 精 機 （香 港） 有 限 公 司
（ SHIMA SEIKI（HONG KONG）LTD. ） （中国）

ＳＨＩＭＡ ＳＥＩＫＩ ＩＴＡＬＩＡ Ｓ．Ｐ．Ａ． （イタリア）
島 精 榮 榮 （上 海） 貿 易 有 限 公 司
（ SHIMA SEIKI WINWIN SHANGHAI LTD. ） （中国）

ＳＨＩＭＡ ＳＥＩＫＩ ＳＰＡＩＮ， Ｓ．Ａ．Ｕ. （スペイン）
東 莞 島 榮 榮 貿 易 有 限 公 司
（ SHIMA SEIKI WINWIN DONGGUAN LTD. ） （中国）

ＳＨＩＭＡ ＳＥＩＫＩ（ＴＨＡＩＬＡＮＤ） ＣＯ．， ＬＴＤ． （タイ）
ＳＨＩＭＡ ＳＥＩＫＩ ＫＯＲＥＡ ＩＮＣ． （韓国）
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会社の新株予約権等に関する事項
当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の
状況

名称
(発行決議日) 保有者数 新株予約権

の数
目的となる株式
の種類及び数

新株予約権
の払込金額

新株予約権
の行使価額 行使期間 行使

条件

第3回新株予約権
(2018年７月25日)

取締役
(監査等委員

及び社外取締役
を除く。)

２名

６個 当社普通株式
600株

１株当たり
4,369円

１株当たり
１円

2018年８月
18日から

2048年８月
17日まで

（注）

第4回新株予約権
(2019年６月27日)

取締役
(監査等委員

及び社外取締役
を除く。)

２名

４個 当社普通株式
400株

１株当たり
2,261円

１株当たり
１円

2019年７月
19日から

2049年７月
18日まで

（注）

第5回新株予約権
(2020年６月25日)

取締役
(監査等委員

及び社外取締役
を除く。)

２名

４個 当社普通株式
400株

１株当たり
900円

１株当たり
１円

2020年７月
17日から

2050年７月
16日まで

（注）

第6回新株予約権
(2021年６月25日)

取締役
(監査等委員

及び社外取締役
を除く。)

２名

８個 当社普通株式
800株

１株当たり
1,542円

１株当たり
１円

2021年７月
16日から

2051年７月
15日まで

（注）

第7回新株予約権
(2022年６月28日)

取締役
(監査等委員

及び社外取締役
を除く。)

２名

８個 当社普通株式
800株

１株当たり
1,908円

１株当たり
１円

2022年７月
20日から

2052年７月
19日まで

（注）

第8回新株予約権
(2023年６月28日)

取締役
(監査等委員

及び社外取締役
を除く。)

２名

８個 当社普通株式
800株

１株当たり
1,745円

１株当たり
１円

2023年７月
20日から

2053年７月
19日まで

（注）

第9回新株予約権
(2024年６月26日)

取締役
(監査等委員

及び社外取締役
を除く。)

２名

８個 当社普通株式
800株

１株当たり
1,619円

１株当たり
１円

2024年７月
18日から

2054年７月
17日まで

（注）

（注）新株予約権の行使条件は、次のとおりであります。
（１）新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10

日間に限って新株予約権を行使することができます。
（２）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。
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当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人に交付した新株予約権
の状況

名称
(発行決議日) 交付者数 新株予約権

の数
目的となる株式
の種類及び数

新株予約権
の払込金額

新株予約権
の行使価額 行使期間 行使

条件

第9回新株予約権
(2024年６月26日)

執行役員
５名 10個 当社普通株式

1,000株
１株当たり
1,619円

１株当たり
１円

2024年７月
18日から

2054年７月
17日まで

（注）

（注）新株予約権の行使条件は、次のとおりであります。
（１）新株予約権者は、当社の取締役および執行役員のいずれの地位をも喪失した日の翌日から10

日間に限って新株予約権を行使することができます。
（２）新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとします。

その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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会計監査人に関する事項
会計監査人の名称

大手前監査法人

会計監査人の報酬等の額
①当事業年度に係る報酬等の額 29百万円
②当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の

利益の合計額 29百万円
（注）当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金

融商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ実質的にも区分でき
ないことから、上記の金額はこれらの合計額を記載しております。

会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、会計監査人の監査計画における監査時間および監査報酬の

推移並びに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性
を検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意いたしました。

会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、会計監査人の解任または不再任に関する株主総会の議
案の内容を決定することといたします。会計監査人が会社法第340条第1項各号
に定める項目に該当すると認められる場合には、監査等委員会は監査等委員全
員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。
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会社の体制および方針
業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

当社は、「内部統制システムの整備に関する基本方針」として、取締役会にお
いて次のとおり決議し、運用を行っております。

（1）取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制
①取締役および従業員は、「シマセイキグループ行動基準」に基づき、法令・定

款ならびに社会規範の遵守を図る。
②コンプライアンス委員会のもと、当社グループ横断的なコンプライアンスの

推進を図る。
③法令違反その他のコンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、

通常の報告ルートに加え、グループ会社も対象とする企業倫理ヘルプライン
を通じ報告・通報できる体制とする。なお、通報を行った者は通報を行った
ことにより不利益な取扱いを受けないものとする。

④財務報告の信頼性を確保し、適正な財務報告を実現するため、内部統制シス
テム推進本部のもと、財務報告に係る内部統制を整備し、その有効性を評価
する。

⑤市民社会に脅威を与える反社会的勢力・団体に対しては、毅然とした態度で
臨み、一切の関係を遮断する。

⑥コンプライアンスの状況について、内部監査室が監査を行う。

（運用状況の概要）
コンプライアンス委員会を定期的に（年２回）開催するとともに、コンプラ
イアンスに関する情報の発信等を行っております。また上記に加え「シマセ
イキグループ行動基準」の遵守状況を確認しています。外部窓口も含めたコ
ンプライアンス相談窓口（企業倫理ヘルプライン）を設置し、運用を行って
います。財務報告に係る内部統制については、内部監査室によりその整備・
運用状況の有効性について評価を実施しています。コンプライアンスの遵守
状況については、内部監査室が監査を行っています。
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（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
①取締役の職務執行に係る情報については、法令および文書取扱規程に基づき

適切かつ確実に記録・管理し、検索性の高い状態で保存する。
②取締役は、常時その情報を閲覧できるものとする。
③情報資産の重要性を認識し、情報の漏洩・紛失等を防止するため、情報セキ

ュリティポリシーに基づき、情報セキュリティ委員会のもとその適切な管理
を図る。

（運用状況の概要）
取締役会議事録など重要な文書については、文書取扱規程に基づき適切に保
管・管理を行うとともに、情報セキュリティ委員会を定期的に（年２回）開
催し、取り組み方針に基づき情報資産の適正な管理を図っています。

（3）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①リスク管理を体系的に定めるリスク管理規程に基づき、リスク管理委員会の

もと当社グループ全体のリスクを管理する。
②リスク管理委員会においてリスクを分析・評価し、リスクの合理的な管理、

対応策の検討を行い、リスクを継続的に監視する。
③不測の事態が発生した場合に、迅速かつ適切な対応を行い、損害の拡大を防

止し、被害を最小限に止めるための危機管理体制を整備する。
④リスク管理の状況については、内部監査室を通じ監査を行う。

（運用状況の概要）
リスク管理については、リスク管理委員会を定期的に（年２回）開催し、想
定されるリスクについて管理を行っています。また事業継続計画を策定し、
運用しています。リスク管理の状況については内部監査室による監査を行っ
ています。
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（4）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①取締役会は、各取締役の業務執行状況を正確に把握し、迅速かつ柔軟に経営

判断できるよう原則として毎月１回以上、必要に応じ随時機動的に開催し、
法令で定められた事項および経営上の重要な事項の審議や経営方針を決定す
るとともに、業務執行を監督する。

②各取締役の業務執行については、取締役会規程および業務分掌規程ならびに
職務権限規程等の社内規則に基づく責任と権限および意思決定ルールにより、
適正かつ効率的に行われる体制とする。

（運用状況の概要）
取締役会は毎月１回以上（当事業年度は12回）開催し、取締役の業務執行状
況の正確な把握を図り、迅速かつ柔軟に経営判断を行っています。また取締
役は、取締役会規程および業務分掌規程ならびに職務権限規程等に基づいて
効率的かつ機動的な職務執行を行っています。さらに、執行役員制度を採用
し、経営の意思決定および監督機能と業務執行機能を分離することにより、
業務執行の責任の明確化を図るとともに、取締役会の監督機能の強化ならび
に意思決定の迅速化による経営の効率化を図っています。

（5）株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適
正を確保するための体制
①当社グループ会社においても「シマセイキグループ行動基準」を共有し、コ

ンプライアンスの推進を図る。
②当社グループにおける効率的な内部統制システムを構築するため、グループ

会社を主管する部門等を通じ事業運営やリスク管理等に関し、グループ会社
への指導・支援を行う。

③当社の取締役等がグループ会社の役員に就任し、情報の共有を図るとともに、
グループ会社の経営に関する監督機能および経営管理体制の強化を図る。

④関係会社管理規程により、重要案件の当社への決裁・報告制度を通じたグル
ープ会社の経営管理を行う。

⑤当社内部監査室により、グループ会社の業務執行状況、法令・社内規定の遵
守状況およびリスク管理状況等に関する内部監査を実施する。
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（運用状況の概要）
グループ各社に「シマセイキグループ行動基準」を適用し、コンプライアン
ス意識の醸成を図っています。関係会社管理規程により、グループ各社から
の報告や当社による承認手続きを通じて重要案件の適正な管理を行っていま
す。内部監査室がグループ会社の監査を実施し、業務の適正の確保を図って
います。

（6）監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
①監査等委員会の要請により、内部監査室が監査等委員会の職務の補助を行う

ものとする。
②監査等委員会が求めた職務に関しては、内部監査室は取締役（監査等委員で

ある取締役を除く。）の指揮・命令を受けないものとし、監査等委員会の指示
に従うものとする。

（運用状況の概要）
監査等委員の要請があれば、内部監査室が監査等委員の補助を行います。監
査等委員と内部監査室は、毎月１回定期的に会議を実施し、監査業務の充実
のために連携を図っています。

（7）監査等委員会への報告に関する体制
①当社および当社グループ会社の取締役、従業員等は、当社および当社グルー

プの業務または業績に重大な影響を与える事項、法令・定款違反の行為、内
部監査の実施状況、企業倫理ヘルプラインを通じた通報等について、速やか
に監査等委員会に対して報告を行う。

②前記にかかわらず、監査等委員会はいつでも必要に応じて、当社および当社
グループ会社の取締役、従業員等に対して報告を求めることができ、報告を
求められた者は迅速に対応を行うものとする。

③監査等委員会に報告を行った者はその報告を行ったことを理由に不利益な取
扱いを受けないものとする。

④監査等委員は、取締役の業務執行状況等を把握するため、重要と思われる会
議に出席できるものとする。
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（運用状況の概要）
監査等委員は、適宜当社グループの取締役、従業員等から報告を受けるとと
もに、重要な会議への出席やグループ各社に出向き監査に必要な情報の入手
を行っています。

（8）監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関
する事項その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための
体制
①監査等委員がその職務の執行にあたり生じた費用の前払いまたは償還等の請

求をしたときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められる場
合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

②監査等委員は、実効的な監査を行うため、代表取締役、会計監査人、内部監
査室とそれぞれ定期的に意見交換会を開催することができる。

③監査等委員会独自で外部の専門家による監査業務に関する助言を受けること
ができる。

（運用状況の概要）
監査等委員がその職務の執行にあたり生じる費用については適正に前払いま
たは償還を行っています。監査等委員は代表取締役、会計監査人と会合を行
い、情報および意見の交換を行っています。また内部監査室とは毎月会議を
実施し、連携を図っています。
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連結株主資本等変動計算書
(2024

2025
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで) （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2024 年 ４ 月 １ 日 残 高 14,859 23,422 46,236 △3,919 80,599

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △345 △345

親会社株主に帰属
する当期純損失（△） △14,275 △14,275

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

自 己 株 式 の 処 分 △1 7 5

株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − △1 △14,621 7 △14,615

2025年３月31日残高 14,859 23,420 31,615 △3,912 65,983

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株
予 約 権

非支配
株主持分

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

土 地
再 評 価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累 計 額

その他
の包括
利益累
計額合

計
2024 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,702 33 10,319 △766 11,290 16 21 91,926

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △345

親会社株主に帰属
する当期純損失（△） △14,275

自 己 株 式 の 取 得 △0

自 己 株 式 の 処 分 5

株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額（純額）

839 △0 △538 128 428 △3 4 429

連結会計年度中の変動額合計 839 △0 △538 128 428 △3 4 △14,186

2025年３月31日残高 2,542 33 9,781 △638 11,718 13 25 77,740

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数 12社

連結子会社の名称
㈱シマファインプレス、㈱海南精密、東洋紡糸工業㈱、SHIMA SEIKI
EUROPE LTD.、SHIMA SEIKI U.S.A. INC.、島精機（香港）有限公司、
SHIMA SEIKI ITALIA S.P.A.、島精榮榮（上海）貿易有限公司、SHIMA
SEIKI SPAIN, S.A.U.、 東 莞 島 榮 榮 貿 易 有 限 公 司、SHIMA SEIKI

（THAILAND）CO., LTD.、SHIMA SEIKI KOREA INC.
（2）非連結子会社の名称等

SHIMA SEIKI PORTUGAL, UNIPESSOAL LDA 他4社
（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期
純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。
（2）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の名称等

SHIMA SEIKI PORTUGAL, UNIPESSOAL LDA 他5社
（持分法を適用していない理由）

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に
及ぼす影響額が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の
適用範囲から除外しております。
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３．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法
ａ．満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。
ｂ．その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。
市場価格のない株式等

総平均法に基づく原価法を採用しております。
②デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。
③棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。

ａ．製品・材料及び仕掛品
主として移動平均法を採用しております。

ｂ．貯蔵品
主として先入先出法を採用しております。

ｃ．商品（在外連結子会社）
主として個別法を採用しております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社については、主として定率法（ただし、1998年
４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに2016年４月１
日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法）を採用し、
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。

②無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（３〜５年）に基づいております。
③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（3）引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

また在外連結子会社は、債権の回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

②賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年

度の負担額を計上しております。
③製品保証引当金

製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、今後発生する費用見
込額を個別に見積り計上しております。

④債務保証損失引当金
当社製品を購入した顧客のリース会社及び提携金融機関に対する債務保

証に係る損失に備えるため、発生可能性を個別に検討して算定した損失見
込額を計上しております。

（4）収益及び費用の計上基準
①商品及び製品の販売

当社グループは、横編機等の製造、販売を主な事業とし、顧客との販売
契約に基づいて商品及び製品を引き渡す履行義務を負っております。当該
履行義務は、商品及び製品が顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した
時点において、顧客が当該商品及び製品に対する支配を獲得し、履行義務
が充足されると判断していることから、商品及び製品の引渡又は検収時点
で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売については、出荷時
から当該商品及び製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期
間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。輸出販売につい
ては、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担が
顧客に移転した時に収益を認識しております。また、一部の販売契約につ
いては、割賦販売を行っており、重要な金融要素を含むと判断している割
賦販売については、契約における取引日において顧客との間で独立した金
融取引を行う場合に適用されると見積もられる割引率を用いて、当該商品
及び製品の販売価格より金利相当額の影響を排除する方法により、重要な
金融要素を調整し取引価格を算定しております。

②保守契約
保守サービスの提供については、契約期間にわたり均一のサービスを提

供するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断し
ており、役務を提供する期間にわたり収益を認識しております。
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（5）その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る資産及び負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連
結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を
控除した額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで
の期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を
調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る
調整累計額に計上しております。

②ヘッジ会計の方法
ａ．ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、先物為替予約については
振当処理を、金利スワップについては特例処理を採用しております。

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象
・ヘッジ手段

先物為替予約取引
・ヘッジ対象

外貨建金銭債権
ｃ．ヘッジ方針

社内規程に基づき、外貨建取引における為替変動リスク及び借入金の
金利変動リスクをヘッジしております。取組時は、実需の範囲で行うこ
とを原則とし、投機目的のための取引は行わない方針であります。

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象における通貨・期日等の重要な条件が同一で

あり、その後の為替相場及び金利相場の変動による相関関係は確保され
ているため、有効性の評価を省略しております。
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（会計方針の変更）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

○会計方針の変更の内容及び理由
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号

2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度
の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正について
は、2022年改正会計基準第20−３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年
10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65−２項(2)ただし書きに
定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結
計算書類への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上
繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正について
は、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該
会計方針の変更は遡及適用されております。

○当連結会計年度の期首における純資産額に対する影響額
純資産額に対する影響額はありません。
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（重要な会計上の見積り）
1.貸倒引当金

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
貸倒引当金（流動資産） 1,612百万円
貸倒引当金（固定資産） 9,468百万円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
貸倒引当金については、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般

債権については原則として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。当
社グループは、主要な取引先等から決算書を入手し、継続的に財務状況を把握
しており、回収状況の適時な把握を通じて与信ランクの見直しを行い、今後の
回収不能額を見積もっております。

当連結会計年度末の貸倒引当金は現時点における最善の見積りであるものの
経済環境等の変化により信用リスクが変化した場合には、実際の貸倒損失が引
当金計上額と相違する可能性があります。

2.固定資産の減損
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 14,186百万円
無形固定資産 78百万円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、事業用資産については主に管理会計上の事業区分に基づき

グルーピングを行っており、賃貸資産及び遊休資産については個別資産ごとに
グルーピングを行い、資産又は資産グループごとに減損の兆候の判定を行って
おります。減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当該資産又は資
産グループから得られる割引前キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る
場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として
計上することとしております。減損損失の認識及び測定にあたっては、将来キ
ャッシュ・フローの見積りを入手可能な情報に基づき慎重に検討しております
が、事業計画や市場環境の変化により、その見積額の前提とした条件や仮定に
変更が生じた場合、減損損失の計上が必要となる可能性があります。
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3.棚卸資産の評価
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額

商品及び製品 12,428

仕掛品 858

原材料及び貯蔵品 11,695

合計 24,982

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
棚卸資産の連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法

により算定しており、直近の売却価格等に基づき算定した正味売却価額が取得
原価を下回っている場合には、正味売却価額をもって連結貸借対照表価額とす
るとともに、取得原価と正味売却価額との差額を売上原価に計上しております。
また、営業循環過程から外れた在庫については、棚卸資産の過去の回転期間等
を考慮して算定した評価減率に応じて規則的に帳簿価額を切り下げるとともに、
当該切り下げ額を売上原価に計上しております。

棚卸資産の評価に用いた重要な仮定は、正味売却価額及び評価減率でありま
す。

今後の市場環境の変化などにより、見積りの仮定に変更が生じた場合には、
翌連結会計年度以降の連結計算書類において、棚卸資産及び売上原価の金額に
重要な影響を与える可能性があります。

（会計上の見積りの変更）
（棚卸資産の評価基準の変更）

当社は、棚卸資産の評価基準については、製造又は取得後一定期間を超えて保有
する棚卸資産について、処分価額を個別に見積もり、帳簿価額を切り下げておりま
すが、コロナ禍以降の生産部材不足、材料価格の高騰や最近の当社製品の受注状況
の変化に伴う棚卸資産の保有状況に鑑み、棚卸資産に係る収益性の低下の事実をよ
り適切に財政状態及び経営成績に反映させるため、当連結会計年度より、一定の回
転期間を超えて保有する材料については規則的に帳簿価額を切り下げる方法に変更
しております。

この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度の売上原価が16億66百万
円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失が同額増加しておりま
す。
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連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 37,391百万円
２．土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地
の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19
号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に
計上しております。
・再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）
第２条第４号に定める「地価税法」（平成３年法律第69号）第16条に規定する
地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官
が定めて公表した方法により算出した価額に合理的な調整を行って算出してお
ります。

・再評価を行った年月日 2002年3月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 107百万円
３．保証債務等

取引先の機械購入資金ローン（所有権留保付）に関する保証 22百万円
リース債務に関する保証 10百万円

合 計 32百万円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式（株） 35,800,000 − − 35,800,000

２．剰余金の配当に関する事項
当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2024年6月26日
定時株主総会 普通株式 172百万円 5円00銭 2024年3月31日 2024年6月27日

2024年10月31日
取締役会 普通株式 172百万円 5円00銭 2024年9月30日 2024年12月3日

当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の
総額

１株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2025年6月26日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 172百万円 5円00銭 2025年

3月31日
2025年
6月27日

３．当連結会計年度の末日における新株予約権に関する事項
新株予約権の目的となる株式の種類及び数 普通株式6,800株
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機
関からの借入により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク
低減を図っております。また投資有価証券は主として株式であり、上場株式につ
いては四半期ごとに時価の把握を行っています。

２．金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めて
おりません（（注１）を参照ください。）。また、短期間で決済されるために時価が
帳簿価額に近似する金融商品である現金及び預金、買掛金、電子記録債務並びに
短期借入金については注記を省略しております。

（単位：百万円）
連結貸借対照表

計上額 時 価 差 額

（1）受取手形 14,654
貸倒引当金（※1） △667

13,986 13,754 △231
（2）売掛金 20,687

貸倒引当金（※1） △942
19,744 19,578 △165

（3）投資有価証券
その他有価証券 5,045 5,045 −

資産計 38,776 38,379 △397
（※1）受取手形・売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注１）市場価格のない株式等
区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 1,069百万円
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3．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の
3つのレベルに分類しております。

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定
した時価

レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて
算定した時価

レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類
しております。

（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券

その他有価証券
株式 5,045 − − 5,045

資産計 5,045 − − 5,045

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
受取手形 − 13,754 − 13,754
売掛金 − 19,578 − 19,578
資産計 − 33,333 − 33,333

（1）受取手形、売掛金
これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、信用リスクを加味し、当該債

権額についてリスクフリーレートを基に割引現在価値法により算定しており、レベル2の時
価に分類しております。

（2）投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル1の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）
報告セグメント

その他 合計
横編機

デザイン
システム

関連

手袋靴
下編機 計

一時点で移転される財 23,229 2,817 756 26,803 5,425 32,228
一定の期間にわたり
移転されるサービス − − − − 291 291
顧客との契約から
生じる収益 23,229 2,817 756 26,803 5,716 32,520

外部顧客への売上高 23,229 2,817 756 26,803 5,716 32,520

２．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「３.会計方針に関する事項（４）収益

及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（１）契約資産及び契約負債の残高等

（単位：百万円）
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権 35,341

契約負債 1,536

（２）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたって

実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約について注
記の対象に含めていません。残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の
認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：百万円）
当連結会計年度

１年以内 280

１年超２年以内 178

２年超３年以内 81

３年超 27

合計 568

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 2,251円04銭
２．１株当たり当期純損失 413円58銭
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重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得及び消却）

当社は、2025年5月9日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定に
より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項
を決議するとともに会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを
決議いたしました。

１.自己株式の取得および消却を行う理由
株主還元の充実および資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した

機動的な資本政策を遂行するため。
２.取得に係る事項の内容
（１）取得する株式の種類：当社普通株式
（２）取得する株式の総数：1,000,000株（上限）

(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合：2.90％)
（３）株式の取得価格の総額：1,500百万円（上限）
（４）取得期間：2025年5月12日〜2025年9月30日
（５）取得方法：東京証券取引所における市場買付
３.消却に係る事項の内容
（１）消却する株式の種類：当社普通株式
（２）消却する株式の総数：1,000,000株

(消却前の発行済株式総数に対する割合：2.79％)
（３）消却後の発行株式総数：34,800,000株
（４）消却予定日：2025年10月31日
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株主資本等変動計算書
( 2024

2025
年
年

４
３

月
月

１
31

日から
日まで) （単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
研 究
開 発
積立金

固定資
産圧縮
積立金

別 途
積立金

繰 越
利 益
剰余金

2024年４月１日残高 14,859 21,724 1,698 2,124 12,839 54 8,222 9,251
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △345
当 期 純 損 失 （△） △9,729
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 △1
固定資産圧縮積立金の積立 2 △2
固定資産圧縮積立金の取崩 △9 9
株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

事業年度中の変動額合計 − − △1 − − △6 − △10,068
2025年３月31日残高 14,859 21,724 1,696 2,124 12,839 48 8,222 △816
（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（単位：百万円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

新 株
予約権

純資産
合 計

自己株式 株主資本
合計

そ の 他
有価証券
評価差額金

土 地
再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

2024年４月１日残高 △3,919 66,855 1,619 33 1,652 16 68,524
事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △345 △345
当 期 純 損 失 （△） △9,729 △9,729
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 7 5 5
固定資産圧縮積立金の積立 − −
固定資産圧縮積立金の取崩 − −
株主資本以外の項目
の事業年度中の変動
額（純額）

760 △0 760 △3 757

事業年度中の変動額合計 7 △10,069 760 △0 760 △3 △9,312
2025年３月31日残高 △3,912 56,786 2,379 33 2,413 13 59,212
（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

①満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

②子会社株式
総平均法に基づく原価法を採用しております。

③その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等
総平均法に基づく原価法を採用しております。

（2）デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法を採用しております。

（3）棚卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっており

ます。
①製品・材料及び仕掛品

移動平均法を採用しております。
②貯 蔵 品

先入先出法を採用しております。
２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
及び構築物については、定額法を採用しております。

（2）無形固定資産
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（３〜５年）に基づいております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リ
ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

（2）賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負

担額を計上しております。
（3）製品保証引当金

製品販売後に発生する製品保証費用に備えるため、今後発生する費用見込
額を個別に見積り計上しております。

（4）債務保証損失引当金
当社製品を購入した顧客のリース会社及び提携金融機関に対する債務保証

に係る損失に備えるため、発生可能性を個別に検討して算定した損失見込額
を計上しております。

（5）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における見込額に基づき、

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間

に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発
生の翌事業年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取
扱いが連結貸借対照表と異なります。
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４．収益及び費用の計上基準
（1）製品の販売

当社は、横編機等の製造、販売を主な事業とし、顧客との販売契約に基づ
いて製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、製品が顧
客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点において、顧客が当該製品に
対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、製品
の引渡又は検収時点で収益を認識しております。ただし、当該国内の販売に
ついては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通
常の期間である場合には、出荷時点で収益を認識しております。輸出販売に
ついては、主にインコタームズ等で定められた貿易条件に基づきリスク負担
が顧客に移転した時に収益を認識しております。また、一部の販売契約につ
いては、割賦販売を行っており、重要な金融要素を含むと判断している割賦
販売については、契約における取引日において顧客との間で独立した金融取
引を行う場合に適用されると見積もられる割引率を用いて、当該製品の販売
価格より金利相当額の影響を排除する方法により、重要な金融要素を調整し
取引価格を算定しております。

（2）保守契約
保守サービスの提供については、契約期間にわたり均一のサービスを提供

するものであるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断してお
り、役務を提供する期間にわたり収益を認識しております。

５．ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、先物為替予約については振当
処理を、金利スワップについては特例処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
①ヘッジ手段

先物為替予約取引
②ヘッジ対象

外貨建金銭債権
（3）ヘッジ方針

社内規程に基づき、外貨建取引における為替変動リスク及び借入金の金利
変動リスクをヘッジしております。取組時は、実需の範囲で行うことを原則
とし、投機目的のための取引は行わない方針であります。

（4）ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象における通貨・期日等の重要な条件が同一であり、

その後の為替相場及び金利相場の変動による相関関係は確保されているため、
有効性の評価を省略しております。
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（重要な会計上の見積り）
1.貸倒引当金

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額
貸倒引当金（流動資産） 416百万円
貸倒引当金（固定資産） 2,790百万円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（１）の金額の算出方法は、連結計算書類「連結注記表（重要な会計上の見積

り）貸倒引当金」の内容と同一であります。

2.固定資産の減損
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 12,121百万円
無形固定資産 61百万円

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（１）の金額の算出方法は、連結計算書類「連結注記表（重要な会計上の見積

り）固定資産の減損」の内容と同一であります。

3.棚卸資産の評価
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：百万円）
貸借対照表計上額

製品 9,010

仕掛品 608

原材料及び貯蔵品 10,358

合計 19,977

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
（１）の金額の算出方法は、連結計算書類「連結注記表（重要な会計上の見積

り）棚卸資産の評価」の内容と同一であります。
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（会計上の見積りの変更）
（棚卸資産の評価基準の変更）

当社は、棚卸資産の評価基準については、製造又は取得後一定期間を超えて保有
する棚卸資産について、処分価額を個別に見積もり、帳簿価額を切り下げておりま
すが、コロナ禍以降の生産部材不足、材料価格の高騰や最近の当社製品の受注状況
の変化に伴う棚卸資産の保有状況に鑑み、棚卸資産に係る収益性の低下の事実をよ
り適切に財政状態及び経営成績に反映させるため、当事業年度より、一定の回転期
間を超えて保有する材料については規則的に帳簿価額を切り下げる方法に変更して
おります。

この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度の売上原価が16億66百万円増
加し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失が同額増加しております。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 30,890百万円
２．保証債務等

取引先の機械購入資金ローン（所有権留保付）に関する保証 22百万円
リース債務に関する保証 10百万円

合 計 32百万円
３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 3,522百万円
長期金銭債権 4,554百万円
短期金銭債務 10,580百万円

４．土地の再評価
「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地

の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19
号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に
計上しております。
・再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）
第２条第４号に定める「地価税法」（平成３年法律第69号）第16条に規定する
地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官
が定めて公表した方法により算出した価額に合理的な調整を行って算出してお
ります。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
・再評価を行った土地の当事業年度末における

時価と再評価後の帳簿価額との差額 107百万円
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損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売 上 高 12,354百万円
仕 入 高 2,158百万円
営 業 外 取 引 高 764百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株 式 数

普通株式（株） 1,283,801 533 2,600 1,281,734

（注） 自己株式の増加533株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。
自己株式の減少2,600株は、新株予約権行使による減少であります。
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税効果会計に関する注記
（１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
繰越欠損金 9,321百万円
減損損失 2,827百万円
関係会社株式評価損 2,259百万円
貸倒引当金 992百万円
投資有価証券 263百万円
退職給付引当金 351百万円
賞与引当金 304百万円
棚卸資産評価損 522百万円
製品保証引当金 90百万円
その他 223百万円

繰延税金資産小計 17,158百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △9,321百万円
将来減算一時差異等の合計に係る
評価性引当額 △7,836百万円

評価性引当額小計 △17,158百万円
繰延税金資産合計 −百万円
繰延税金負債

前払年金費用 327百万円
その他有価証券評価差額金 640百万円
固定資産圧縮積立金 21百万円
その他 3百万円

繰延税金負債合計 993百万円
繰延税金負債の純額 993百万円

（２）法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31

日に国会で成立し、2026年４月１日以後開始する事業年度より「防衛特別法人
税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込まれる一
時差異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を
30.46％から31.36％に変更し計算しております。なお、この税率変更による影響
は軽微であります。
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関連当事者との取引に関する注記
１．子会社及び関連会社等

種 類 会社等
の名称 住 所 資本金 事業の

内 容

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の
内 容

取引金額
(百万円) 科 目 期末残高

(百万円)

子会社

㈱シマファ
インプレス

和歌山県
和歌山市

(百万円)
60

繊維機械部
品等のプレ
ス加工及び
製造

所有
直接

100％

当社製品の
部品等のプ
レス加工及

び製造

部品の
仕入 1,456 買掛金 888

東洋紡糸
工業㈱

大阪府
泉北郡

(百万円)
100

繊維原料の
製造及び販
売

所有
直接

100％
資金の貸付
材料の仕入

資金の
貸 付 567 その他流動資産

(短期貸付金) 291

資金の
回 収 255 長期貸付金 3,473

利息の
受 取 15

島 精 機
（香港）
有限公司

中 国
香 港

(百万香港ドル)
1,508

繊維機械の
販売及び
アフターサ
ービス

所有
直接

100％

当社製品の
販売及び
アフターサ
ービス

当 社
製品の
販 売

7,811 売掛金 177

資金の
返済 184 短期借入金 8,249

利息の
支払 418

SHIMA
SE IK I
ITALIA
S.P.A.

イタリア
ミラノ

(千ユーロ)
2,000

繊維機械の
販売及び
アフターサ
ービス

所有
直接

100％

当社製品の
販売及び
アフターサ
ービス

当 社
製品の
販 売

2,374 売掛金 2,223

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれて
おります。

取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）販売子会社に対する販売条件につきましては、市場実勢を参考に当社が希望価格を提示し、価格交

渉の上で決定しております。
（2) 東洋紡糸工業㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており

ます。なお、担保は受け入れておりません。
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２．役員及び個人主要株主等

種 類 会社等
の名称 住 所 資本金

(百万円)
事業の
内 容

議決権等
の所有

(被所有)
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科 目 期末残高
(百万円)

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

和島興産㈱ 和歌山県
和歌山市 80 不動産管理

賃 貸 業
被所有
直 接
8.71％

不動産の賃借 建 物 の 賃 借 101 保 証 金 9

役員及び
その近親
者

島正博 − − 当社名誉会長
被所有
直 接
3.10％

顧問契約 顧問料の支払 29 − −

（注） 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等

（1）和島興産㈱は、当社代表取締役社長 島三博が議決権の100％を直接保有しております。
（2）建物の賃借料については、不動産鑑定士の鑑定評価額に基づいて決定しております。
（3）顧問料については、過去の経験等を総合的に勘案し、双方協議のうえ締結した契約書に基づき決定

しております。

収益認識に関する注記
収益を理解するための基礎となる情報について連結注記表（収益認識に関する注記）
に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,715円01銭
２．１株当たり当期純損失 281円88銭
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重要な後発事象に関する注記
（自己株式の取得及び消却）

当社は、2025年5月9日開催の取締役会において、会社法第165条第3項の規定に
より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項
を決議するとともに会社法第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを
決議いたしました。

１.自己株式の取得および消却を行う理由
株主還元の充実および資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した

機動的な資本政策を遂行するため。
２.取得に係る事項の内容
（１）取得する株式の種類：当社普通株式
（２）取得する株式の総数：1,000,000株（上限）

(発行済株式総数(自己株式を除く)に対する割合：2.90％)
（３）株式の取得価格の総額：1,500百万円（上限）
（４）取得期間：2025年5月12日〜2025年9月30日
（５）取得方法：東京証券取引所における市場買付
３.消却に係る事項の内容
（１）消却する株式の種類：当社普通株式
（２）消却する株式の総数：1,000,000株

(消却前の発行済株式総数に対する割合：2.79％)
（３）消却後の発行株式総数：34,800,000株
（４）消却予定日：2025年10月31日
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